
ぎふ経済レポート

令和５年４月分

岐阜県商工労働部

※企業等へのヒアリングは４月２４日～２６日を中心に実施し、５月１２日時点で作成。



景気動向
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○２月の景気動向指数（一致指数）は、９８．１で
前月比０．８ポイント上昇となった。

○３月の県内中小企業の景況感は、▲１４で
前月比５ポイント上昇となった。

○４－６月期の景況ＤＩ見通しは、製造業で前期比
９．９ポイント上昇、非製造業で同２．１ポイント
上昇となった。売上高ＤＩ見通しは、製造業で前
期比▲０．６ポイント、非製造業で同▲５．１ポイ
ントとなった。



製造業
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 半導体不足は解消されつつあるが、ウクライナ情勢や原材料・エネルギー価格高騰、人件費の上昇、為替変動な
どの懸念材料が残っており、依然として先行きは不透明。（輸送機械器具、プラスチック製品）

 需要回復により、売上は前年同期比２割増加しているが、価格転嫁が追い付かず、利益は微増にとどまっている。
また、コロナ前との比較では、売上は増加しているが、利益はほとんど変わらない状況。（はん用機械器具）

現場の動き

○２月の鉱工業生産指数（季節調整済）は､
９４．２で前月比３．６％上昇となった。

○産業別の前月比では、化学工業、鉄鋼業、
プラスチック製品工業、金属製品、はん用、
非鉄金属、輸送機械で上昇し、電気機械及び
窯業・土石で低下した。

○２月の主な産業の指数は、化学工業で前月比
２１．９％、鉄鋼業で同１２．７％、プラスチック製品
工業で同８．２％、金属製品で同６．０％、はん用
で同５．４％、非鉄金属で同４．６％、輸送機械で
同３．９％上昇した一方で、電気機械で同
▲７．１％、窯業・土石で同▲５．０％となった。

（※新型コロナ感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響はＰ６にも掲載）



製造業－２
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 インバウンド回復により、海外からの観光客に酒器が非常に売れている。また、輸出では陶磁器の売れ行きが好
調。ターゲットは富裕層であるため利益率も良く、輸出比率を従来よりも高めている企業もある。（陶磁器）

 売上はコロナ前の水準まで戻っているが、原材料・エネルギー費用の高騰により利益は減少。（紙）
 コロナが落ち着いてきたことにより、人出が増え、お土産需要が高まっている。（食品）
 住宅建築が低迷していることや、生活必需品の値上げ、更にはコロナが落ち着き消費者が旅行などにお金をかけ
るようになり、最近の売上は減少傾向である。（木工）

○２月の地場産業（刃物を除く）の鉱工業生産指数は、家具で前月比０．４％、パルプ・紙で同０．１％
上昇した一方で、木材・木製品で同▲１２．６％、窯業・土石で同▲５．０％、食料品で同▲０．２％、
繊維工業で同▲０．１％となった。

現場の動き （※新型コロナ感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響はＰ６にも掲載）



輸 出（名古屋税関管内）

○３月の輸出額（全国）は､８兆８，２４０億円で前年同月比４．３％増加した。

○３月の輸出額（名古屋税関内）は、２兆４２３億円で前年同月比４．９％増加し、１４ヶ月連続で前年
同月を上回った。

○中国向けは、全体で前年同月比▲１９．８％となった。その内、電気機械で同▲３１．９％、輸送機械
で同▲３３．５％、一般機械で同▲９．２％となった。
アメリカ向けは、全体で前年同月比７．４％増加となった。その内、輸送機械で同１５．８％増加、
一般機械で同５．１％増加した一方で、電気機械で同▲１７．８％となった。

4



設備投資

○４－６月期の設備投資実施見通しは前期比１．３ポイント上昇、設備投資意欲ＤＩ見通しは同５．９ポ
イント上昇となった。設備投資実施実績の目的別では、「補修・更新」で前期比４．３ポイント上昇し
た一方で、 「生産能力拡大・売上増」、「合理化・省力化」で前期比低下した。

○３月の全国の金属工作機械受注額は、全体では前年同月比▲１５．２％と３ヶ月連続で前年を下
回った。内訳は国内受注は同▲１８．０％と７ヶ月連続で前年を下回り、海外受注は同▲１３．６％と
３ヶ月連続で前年を下回った。

 各工場ごとに二酸化炭素の削減目標を設け、今後太陽光発電などの導入を行っていく。（輸送機械器具）
 グループ会社全体で省エネ削減目標を立て、ＬＥＤ化やインバーター化を進めている。（プラスチック製品）

 大規模な金型製造の受注に対応するべく、新工場に従来の２倍の大きさのクレーンを設置する。（生産用機械
器具）

 窯の老朽化により更新を検討している企業が多いが、改修費用（融資金）を返済するまで生産を続けられるの
か等の懸念から、設備投資を実施しない企業が多い。（陶磁器）

 増産に対応するべく、効率的な生産のため、社内のＩＴ化を予定している。（刃物）

現場の動き
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（※新型コロナ感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響はＰ６にも掲載）
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 受注が戻ってきており、コロナ前の売上まで回復している。しかし、依然として原材料やエネルギー価格が高騰し
ている中、価格転嫁が十分ではなく、利益はコロナ前よりも減少している。（輸送機械器具、プラスチック製品）

 今後は利益率の高い新車種の部品の受注が増えてくる予定。一方、ＥＶ化への動きから、打ち切りになる製品も
出てきている。そのため、新商品の開発や販路拡大に力を入れている。 （輸送機械器具）

 工業用の油について、昨年は４，５回値上げがあったが、今後も値上げとなる見込みであり、利益を圧迫してい
る。（輸送機械器具）

 価格転嫁はある程度認められているものの、満足いく水準ではない。引き続き企業努力でカバーしていく方針。
（輸送機械器具）

 部品の入荷が１年先というケースがしばしば発生し、製品が完成しない状況が続いている。改善する見通しがな
い。（輸送機械器具）

 工具関連の仕入値や電気以外の燃料費（ガス・水素）については、今後の価格変動が予想しづらい、また上昇幅
が電気と比較し小幅という理由で、なかなか価格転嫁を認めてもらえない状況。（非鉄金属）

 価格転嫁はこれまで１０％の値上げを２回実施。しかし、大口顧客で交渉が難航している。（はん用機械器具）

 原材料価格上昇分の価格転嫁を実施したところ、売れ行きが悪く、売上減少となっている。売上を増加させるべく
商品企画の変更や販路変更を模索しているが、うまくいっていない。（繊維・アパレル）

 燃料費高騰分の価格転嫁がうまくできず、決算で赤字となる企業が増えてきている。（繊維・アパレル）

 国内の受注状況は一貫して安定しており、今後も大きな動きはないと考えている一方で、海外からの受注は飽
和状態となっているため、今後は減少していくことが見込まれる。（刃物）

 原材料・エネルギー価格が約２割上昇しているが、大手の販売先への価格転嫁が困難であり、４分の１程度に止
まっている。（刃物）

新型コロナウイルス感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響について



 建築需要減少により製品の動きが鈍く、価格転嫁が困難な状況。（卸売）
 仕入価格の高い在庫が残っているが、価格競争が激しく、利益を圧迫している。（製材）
 販売先からの値下げ要求に乗らなければ、他県の安価な木材の流入により、県内のシェアを奪われかねず、販
売価格を下げてでもシェアを確保しなければならない状況。（製材）

 木材以外の資材の状況として、帯鋸などの製材機械部品の値上がりが深刻である。また、値上がりだけでなく、
入荷の目途が立たない部品があり、機械が故障した際には復旧が困難になるおそれがある。（製材）

住宅・建築投資

○１－３月期の非居住用の建築着工床面積は、
鉱工業用で前年同期比１９．４％増加、商業用で
同１９０．６％増加、サービス業用で同７５．４％
増加となり、全体で同６４．１％増加した。

○３月の住宅着工戸数は、前年同月比８．５％
増加となった。

○分譲で前年同月比１２．６％増加、貸家で同
９．４％増加、持家で同▲５．１％となった。

現場の動き
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公共工事

○１ー３月期の発注者別の公共工事請負金額は､独立行政法人等で前年同期比▲４８．２％、国で同
▲１３．３％、県で同▲１１．３％となるなど、全体で同▲１２．１％となった。

○県内建設業の４－６月期の受注量ＤＩ見通しは前期比４．４ポイント上昇となり、同採算ＤI見通しは同
▲１０．３ポイントとなった。
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 物価上昇により消費者の購買意欲の低下がみられ、売上・客数ともに減少している。
 毎月、あらゆる商品の値上げが発生している状況。
 社会活動の平常化が進み、コロナ禍で堅調だったアウトドア分野等の売上が減少している。
 電力・ガスのコスト増加により、収益の悪化が継続している。 （以上、県内商業施設）

個人消費（流通・小売）

○３月はドラッグストアで前年同月比５．２％、コン
ビニで同４．２％上昇した一方で、家電大型専
門店で同▲７．２％、ホームセンターで同▲
４．４％、百貨店・スーパーで同▲２．３％となり、
全体で同０．２％上昇となった。

現場の動き
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○３月の新車販売台数（除く軽）は、前年同月比
１５．５％増加と３ヶ月連続で前年同月を上回っ

た。軽自動車は同０．４％増加と７ヶ月連続で
前年同月を上回った。合算では同１０．４％増加
と、前年同月を３ヶ月連続で上回った。



 毎月のイベント(柳ぶら楽市等)開催日の来街者が増えつつある。（柳ケ瀬商店街）
 ４月に入り来店者が増え、売上は前年同月比１２０％となった。（柳ケ瀬商店街）
 イベントの開催や、休日の観光客の増加により、売上は前年同月比１１０％となった。（大垣市商店街）
 観光客が増加しており、売上はコロナ前の７０％程度まで回復。しかし、物価高の影響により消費者の購買意欲
は低下しており、思うように売上は伸びず、利益はコロナ前よりも減少している。（高山市商店街）

 ４月に入り、来店者は徐々に増加し、店頭・卸売売上ともに回復傾向にある。（多治見市商店街）

個人消費（流通・小売）－２

現場の動き

○４－６月期の売上高ＤＩ見通しは、サービス業（余暇関連）で前期比▲４１．６ポイント、飲食店で同
▲２４．９ポイント、小売業で同▲８．８ポイントとなった。

○同じく販売価格ＤＩ見通しは、サービス業（余暇関連）で同１０．６ポイント上昇した一方で、飲食店で
同▲１２．５ポイント、小売業で同▲３．３ポイントとなった。
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観 光

○３月の主要宿泊施設における外国人宿泊者

数は、コロナ前の令和元年同月比では、
▲３３．７％となっている。
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○主要観光地における３月の観光客数は、集計
中。

○主要宿泊施設における３月の宿泊者数は、
前年同月比７２．３％増加、令和元年同月比で
は、▲６．２％となっている。

◆全国旅行支援の効果により宿泊者数は増加した。（岐阜市、恵那市、高山市、下呂市内の宿泊施設）
◆インバウンドの動きが好調。（岐阜市、大垣市、多治見市、高山市、下呂市内の宿泊施設）
◆食費を中心とした原材料やエネルギーコストが高騰し、経営を圧迫している。
（岐阜市、恵那市、高山市、奥飛騨、下呂市内の宿泊施設）
◆人材不足が深刻化している。（岐阜市、高山市、下呂市内、奥飛騨の宿泊施設）

現場の動き



資金繰り

○３月の岐阜県貸出金残高は、３兆４，６９４億円で前年同月比４．４％増加し、１１ヶ月連続で増加。
○３月の制度融資実績は、金額が７，５８１百万円で前年同月比３５．１％増加、件数は４４１件で同
１１．６％増加と、金額は２ヶ月連続で増加し、件数は２３ヶ月ぶりに増加した。

○従業員規模別は、５人以下の事業所が全体の７４．６％を占めている。

 長期の資金調達をする動きが見られており、全体的に資金ニーズが旺盛となっている。
 ゼロゼロ融資の返済本格化を迎え、借換えをしたり、自己資金で返済をしたりという動きが見られる。
 これまで決算が黒字だった企業が赤字になるなど、原材料やエネルギー費用高騰の影響が続いている。
 倒産が増え始めている。特に、建設業や飲食業に多く見られる。 （以上、金融機関）

現場の動き
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○４－６月期の資金繰りＤＩ見通しは▲２０．５で、前期比１．７ポイント上昇となった。同借入難易感
ＤＩ見通しは▲４．７で、 同▲２．５ポイン トとなった。

○１－３月期の主要資金別新規制度融資実績は、元気企業育成資金で前年同期比３９．５％増加と
４期連続で増加したものの、経済変動対策資金で同▲９１．２％と４期連続で減少、返済ゆったり
資金で同▲８７．３と３期ぶりに減少した。

○３月のセーフティーネット５号保証承諾実績は、件数が９３件で前年同月比１４４．７％増加、金額
は２，６１２百万円で同２４４．８％増加となった。

○３月の事故報告(保証協会付融資３ヶ月以上延滞)状況は､件数は１３７件で前年同月比８７．７％
増加、金額は１，６７３百万円で同９５．８％増加となった。

資金繰り－２
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倒 産

○３月単月の倒産件数は前月比６件増加の１３件、負債総額は前月比１，４５０百万円増加の
２，０３０百万円となった。

○令和４年３月は負債総額１億円以上の倒産は１件発生し、令和５年３月は同倒産４件と３件増加。
負債総額は前年同月比１，３６０百万円増加となった。
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 経済情勢としては、中部地区経済を牽引する自動車関連業界については、懸念であった新車供給は徐々に正常化しつつある。しかし、ロシアによる
ウクライナ侵攻の長期化で電気・ガス・ガソリンといったエネルギー価格の上昇、光熱費の高騰などコストアップに苦しむ企業は多い。また、ゼロゼロ
融資を受けた企業の多くは、元金の返済が免除される期間を３年程度に定めており、こうした企業の返済が本格化している。コロナ禍で経営不振に
陥った企業の一部は、倒産に追い込まれかねないとの見方は多く、中小企業庁は返済負担に耐え切れない企業を見越して、返済負担軽減のための
信用保証制度「コロナ借換保証」を始めるなど対策を講じている。このように、コロナ禍において業績悪化を強いられ、昨今のコスト高に対応できず資
金調達が限界に達した企業の息切れ倒産は今後も続出するものとみられる。

専門機関の分析（東京商工リサーチ・４月２１日時点）



 ２４年度の新卒募集活動が開始したが、開始時点の応募者数が前年比３割程度と低調。（輸送機械器具）
 社内の省力化・合理化を図ることにより、人手不足に対応している。（輸送機械器具）
 全国的に賃上げの動きが加速しており、新卒を確保するために、ベースアップを行った。（電気機械器具）
 大手企業の採用枠拡大を受け、採用活動はかなり厳しい状況にある。（非鉄金属）
 様々な業界で専門人材の人手不足が聞かれる。（金融機関からのヒアリング）

 特に運送業や建設業、福祉業界において人手不足であり、就業規則を変えるなどして人員の定着化を進めて
いる企業もみられる。（金融機関からのヒアリング）

 求職者の反応は職種によって異なり、事務部門は反応が良いが、製造部門の工員は反応が鈍い。（紙）

現場の動き

雇 用

○３月の有効求人倍率は１．６１倍と、前月比
▲０．０３ポイントとなった。

○３月の新規求人倍率は、２．５９倍と前月比
▲０．１１ポイントとなった。
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○３月の雇用保険受給者人員は､前月比
１．８％増加となった。

○有効常用求職者は､５０歳代以上を除き、
前年同月比で減少した。



雇 用（職業別）

○有効求人倍率は、建設・採掘で８．１４倍、介護
関連で５．１８倍、販売職で３．９６倍、サービス
職で３．７９倍など、引き続き人手不足の状況は
続いている。

○一方で、事務職の有効求人倍率は０．７３倍に
留まり、求職者のニーズと、求人側のニーズのミ
スマッチが続いている。
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○３月の主要産業別の新規求人数は、輸送用機
械で前年同月比３９．７％上昇した一方、はん用
機械で同▲４３．８％、生産用機械で同
▲３０．９％、窯業・土石製品で同▲２５．７％、
金属製品で同▲２３．２％、食料品製造で同▲
２１．７％、電気機械で同▲１６．４％、プラスチッ
ク製品で同▲１２．９％、繊維工業で同▲９．０％
となった。



＜ハローワーク高山＞
◆求人者数は減少、求職者数は増加。
◆雇用保険受給者数は増加。

＜ハローワーク恵那＞
◆求人者数は減少、求職者数は増加。
◆雇用保険受給者数は増加。

＜ハローワーク関＞
◆求人者数、求職者数は増加。
◆雇用保険受給者数は増加。

雇 用（地域別）
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＜ハローワーク岐阜＞
◆求人者数は減少、求職者数は増加。
◆雇用保険受給者数は増加。

＜ハローワーク大垣＞
◆求人者数は減少、求職者数は増加。
◆雇用保険受給者数は増加。

＜ハローワーク多治見＞
◆求人者数は増加、求職者数はやや増加。
◆雇用保険受給者数は増加。

＜ハローワーク美濃加茂＞
◆求人者数は減少、求職者数は増加。
◆雇用保険受給者数は横ばい。

＜ハローワーク中津川＞
◆求人者数は減少、求職者数は増加。
◆雇用保険受給者数は増加。

＜窓口の様子＞※前月比
◆大垣、恵那、関及び美濃加茂で混雑している、多治見
及び中津川でやや混雑している、高山で前月と同じくら
い、岐阜で空いている状況。

現場の動き（前月比）

○３月の主なハローワーク別の有効求人倍
率は、高山以外の地域で低下した。



＜大学へのヒアリング＞
 ２４年卒は例年より早く内定が出ている印象。特に理系の学生が早くに内定が出ている。
 ２５年卒ガイダンスを４月から開始している。多数の参加があった。
 ２５年卒学生からは、インターンに関する相談がでてきた。
 ２４・２５年卒とも、選考やインターンなど、相談が多数入っている。 （以上、岐阜・愛知県内大学）

雇 用（大学・短大新卒者の就職）

○岐阜県の令和５年３月末現在の大学・短大卒業者（令和５年３月卒業）の就職内定率は、９７．７％
であり、前年同時点と比べ１．３ポイント増加となった。

○全国の令和５年２月１日現在の大学卒業者（令和５年３月卒業）内定率は９０．９％であり、 前年同
時点と比べ１．２ポイント増加となった。
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現場の動き（２０２３卒、２０２４卒の動きなど）



雇 用（高校新卒者の就職）
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○岐阜県の令和５年３月末現在の高校卒業者（令和５年３月卒業）就職内定率は９９．７％であり、
前年同時点と比べ▲０．２ポイントとなった。

○全国の令和４年９月末時点の高校卒業者（令和５年３月卒業）就職内定率は６２．４％であり、
前年同時点と比べ０．４ポイント上昇した。



雇 用（完全失業率等）

○全国の３月の完全失業率は２．８％で前月比０．２ポイント上昇となった。岐阜県の１０－１２月期の
平均は１．２％で前期比▲０．４ポイントとなった。

○２月の現金給与総額は、調査産業計で前年同月比２．７％上昇、製造業で同２．５％上昇となった。
○２月の実質賃金増減率は、３０人以上の事業所で前年同月比▲４．０%となり、５人以上で同▲１．１％
となった。２月の消費支出については同４．３％上昇となった。

○２月の所定外労働時間数は前年同月比３．３％上昇と、４ヶ月ぶりに上昇した。
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＜経済・雇用の現状（総括）＞

21

○製造業は、２月の鉱工業生産指数は前月比３．６％上昇となった。ヒアリングでは、需要の回復や半導体不足が
解消しつつあることから、売上はコロナ前よりも増加しているとの声が聞かれた一方で、原材料やエネルギー価格
上昇分の価格転嫁が追い付かず、利益はコロナ前より減少しているとの声や、部品の入荷遅延が解消せず、製
品の完成が遅れているとの声、更にはＥＶ化の動きから打ち切りになる製品があり、新商品開発に力を入れてい
るとの声が聞かれた。

○地場産業は、２月の鉱工業生産指数は、家具及びパルプ・紙で上昇した。ヒアリングでは、インバウンド回復によ
り、観光客による売上が好調との声や、海外向け製品は利益率が高いため、輸出比率を高めているとの声が聞
かれた一方で、エネルギー価格の上昇分の価格転嫁ができず、赤字決算となる企業が増えているとの声や、価
格転嫁を実施したところ売上が減少し、商品企画の変更や販路拡大を模索しているとの声が聞かれた。

○設備投資は、３月の全国の金属工作機械受注額は、前年同月比▲１５．２％となった。ヒアリングでは、二酸化炭
素削減や省エネ目標を立て、太陽光発電の導入や社内のＬＥＤ化・インバーター化を進めているとの声が聞かれ
た一方で、設備の老朽化により更新を検討している企業が多いが、改修費用（融資金）を返済するまで事業を継
続できるかなどの観点から、設備投資を実施しない企業も多いとの声が聞かれた。

○個人消費は、３月の販売額は、ドラッグストア、コンビニで前年同月比上昇し、全体で同０．２％上昇となった。ヒア
リングでは、イベントの開催や観光客の増加により、売上が増加しているとの声が聞かれた一方で、社会活動の
平常化が進み、コロナ禍で堅調だったアウトドア分野等の売上が減少しているとの声が聞かれた。

○観光は、宿泊施設からのヒアリングでは、全国旅行支援の効果により宿泊者数が増加したとの声や、インバウン
ドの動きが好調との声が聞かれた一方で、食費を中心とした原材料やエネルギーコストが高騰し経営を圧迫して
いるとの声や、人材不足が深刻化しているとの声が聞かれた。

○企業の資金繰りは、３月の制度融資実績は、金額は２ヶ月連続で増加した。金融機関からは、長期の資金を調達
する動きが見られ、全体的に資金ニーズが旺盛となっているとの声や、ゼロゼロ融資の返済本格化を迎え、借換
えや、自己資金で返済をする動きが見られるとの声が聞かれた。

〇雇用面は、３月の有効求人倍率は１．６１倍と１９ヶ月連続で１．５０倍を超えた。ヒアリングでは、全国的に賃上げ
の動きが加速しており、新卒を確保するためにベースアップを行ったとの声や、大手企業の採用枠拡大を受け採
用活動は厳しい状況にあり、２４年卒の募集開始時点の応募者数が前年比３割程度と低調であるとの声、様々
な業界で専門人材の人手不足が聞かれるとの声が聞かれた。


